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ハリケーン「カトリーナ」災害に対する米国の危機対応

U.S,Emergency Responses Following the 2005 Hurricane Katrina Disaster
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Hmicane Katrina9 which smck thc u.S.Gulf Coast with catastrophic loss of lifc and prope,,tl・ iggcrcd a,erieS Of

unprecedcntcd social, economic and cnvircDnlnental disastcrs.  It revcalcd grcat wealmcsscs in tJ:S. elnergency

managelncnt policy and progratn such as l)Failure ofdisastcr prcparednc,s,rCSponse and relicf coordinatiOn alnong

state,local and federal agencies in thc storln¨ afFectcd arcas;2)InadCquatc public infomation to support policy

decisions and public responsc;3)ChaoJC mOvcmcnt and shelter opcrations hcluding failurc ofbasic hulnan scrvicc

del市ery in shcltcrs and inadequate contingcncy planning for relocating needed scrvices;and 4)An unprc∝ dented

need for rccovery and reconsmctiOn rcsourCes with likely national secuHty and policy rcfom implications.
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l.は じめに                    が米国のマスコミを中心になされた。その背景として

21X11年の同時多発テロを受けて行われた米国の危機管理

2005年 8月 末に米国メキシコ湾岸地域を襲ったハリケー  体制の変化をあげていた。
ン「カトリーナ」は広域に渡つて強風・蜂雨・高潮によ   本稿では、なぜ米国ハリケーン史上類を見ない大規模
り死者1420人 (ルイジアナ州932人 、ミシシッピー州221  な被害がうまれたのか、そこにニューオーリンズ市の被
名、2005年 9月 30日現在 (R6be■ Linscy調べ)、 被害総額  害がどのように影響し、その対応のどこがまずかつたの
S750億 ドル (AIGの推定)と いう甚大な被害をもたらし  かを、現地調査から得られる一次資料を持つて検討する
た。とくに、市街地の8割が水没したニューオリンズ市を  ことを目的とする注1)。

中心に100万人規模の被災者が発生し、40万人という大量

の市民が避難生活を送り、そのうち27万人は他州への広

域避難をおこなうという事態が発生した。         2.ハ リケーン「カ トリニナ」災害の特異性
ハ リケーン「カ トリーナ」による被害は、米国のハリ   NOAAの National Hurricane Center(NHC)は、1851年
ケーン災害史では先例がない甚大な被害となった。その  から米国本土に上陸した 273個のハリケーン災害につい
原因として、ハリケーン「カトリーナ」がハザー ドとし  て災害史をまとめている 2)。 ハリケーン「カトリーナ」
て最大級であり、米国ハリケーン史上過去に3個 しかない  による災害の特異性を明らかにするために、米国にもつ
Catcgory 5を 記録したこと、同じCatcgory 5の ハリケーン  とも甚大な被害を与えた 30個のハリケーン災害とハリケ
であった1969年のハリケーン「カミーユ」ときわめて似  _ン 「カトリーナ」災害の関係を、犠牲者数と被害総額
たコースを通つたこと、だけでは今回の被害の甚大さを  について比較したものが図 1である。この図から、米国
説明できなかつた

1)。 一方で、ニューオーリンズ市での  のハリケーン災害に関する次のような傾向が読み取れる。
災害対応のまずさを今回の甚大な被害の原因とする報道
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図 1 人的被害・被害総額からみた
ハリケーン「カ トリーナ」災害の特殊性

第 1に、米国のハリケーン災害には時代とともに死者

数が減少する代わりに、被害総額が増大する傾向が存在

する。これはどの先進国にも共通する災害の特徴ともい

える。

第 2に、図 1を見ると、1900年 「ガルヴァー トソン」
ハ リケーン)、 1969年 (ハ リケーン「カミーユ」)、
1992年 (ハ リケ‐シ「アンドリュー」)を結ぶ包絡線の
存在が示唆される。
ハリケーン「カ トリーナ」以前に Category 5に 達した

ハ リケ‐ンは 1935年の「レーバーデー」ハ リケーン、
1969年 のハリケーン「カミーユ」、1992年のハリケーン

「アンドリュー」の 3個である。 「レーバーデイ」ハリ
ケーンは、フロリダ半島から米国の東海岸を縦断し、死

者 408人 と被害総額 6百万 ドルに達している。ハリケー

ン「カミーユ」では、死者 256人 と 14.2億 ドルにのぼ
る被害がでている。ハリケーン「カミーユ」はメキシコ

湾で勢力を強め、ミシシッピ州とルイジアナ州の州境に

上陸しており、ハリケーン「カ トリーナ」のコースとよ

く似たコース・をとつている。ハ リケーン「アン ドリュ

ー」はフロリダ半島を横断してメキシヨ湾に入 り、ルイ

ジアナ州の中央部に上陸し、死者 23名 、被害額が 265億

ドルに及んでいる。
「レーバーディ」ハリケーンでは顕著ではないが、ハ

リケーン「カミーユ」やハリケーン「アンドリュー」で

はハザードとして最大規模の Category5のハリケーンが

その時代で最大級の被害をもたらしていることがわかる。

第 3に、人的被害と被害総額の関係を用いて、現在の

米国で想定される最大級のハリケーン災害として、人的

被害数十名程度、被害総額 100億 ドル程度の被害が想定

される。    |
最後に、ハリケーン「カトリーナ」による実際の被害

は、80年ぶりに死者 1,000名を超え、被害総額も 750億

ドルと史上最大の被害となった従来の予想をはるかに超

えた巨大災害となつた。そこには、いままでの災害には

見られなかつた何らかの新しい災害の発生が予想される。
ハリケーン「カトリーナ」による被害はフロリダ州、

アラバマ州、ミシシッピ州、ルイジアナ州の4州にまた

がり、ミシシッピ州とルイジアナ州に被害は集中してい

る。そこで、2005年 12月 10‐ 17日 の現地調査では、ニュ

ーオリンズ市を中心とする被災地とルイジアナ州都バ ト

ンルージュ市、ミシシッピ州メキシコ湾岸地域及び州都

ジャクソンビルで、FEMA、 州政府、地元自治体の災害

対応担当者にヒヤリングを行つた。2006年 3月 18‐26日

の 2回の現地調査では、3ヶ 月間の復旧・復興の進捗状
況ついて現地調査を行うと共に、ワシントン DCにおい
て、FEMA本部としての対応、及び両州選出の地元議員
の対応についてヒヤリングを行つた。その結果を以下に

報告する。

3.ハ リケーン「カ トリーナ」による人的被害の
発生とその後の災害対応

(1)人的被害の発生
ハリケマン「カトリーナ」による被害はフロリダ州、

アラバマ州、ミシシッピ州、ルイジアナ州の4州 にまた

がっている。人的被害についてみると、 9月 23日 現在の

Wikipediaに よれば
2)、 ハリケーン「カトリーナ」による

州別の死者発生状況を見ると、死亡者総数 1319名 のうち、

アラバマ州で 2名 、フロリダ州で 14名、ジョージア州 2

名、ケンタッキー州 1名 、ルイジアナ州 1072名 、ミッシ

シッピ州 228名 、であり、被害はルイジアナ州とミシシ

ッピ州に集中している。

さらに郡別に集計すると、ニユーオーリンズ市そのも

のであるオーリンズ郡 (パ リッシュ)で 720名 、その東
に隣接するサン・ベルナール郡 (パ リッシュ)で 127名
と、両郡で 847名の死者が発生している。第 3位はミシ
シッピ州で甚大な高潮被害がでたハリソン郡の 91名 、続

いて隣接するハンコック郡で 51名 の死者が出ている。こ

の結果は甚大な死者の発生はニューオーリンズ市の堤防

の崩壊による湛水被害とミシシッピ州のメキシヨ湾岸地

域の高潮災害と密接な関係があることが示唆している。

(2)州 ごとの災害対応体制
わが国では自然災害により被害が発生した場合には
「災害救助法」にもとづいて、一定の規模以上の被害が

発生した場合には、自動的に災害救助体制が発動する規

定になつている。一方米国の場合には、災害救助の発動

判定は政府の首長の権限に属している。市長、州知事、

大統領はそれぞれ自分が所管する地域に対して「災害宣

言 (Dおaster Dcclaration)」 を発する権限を有しており、

その地域に対する災害救援活動を開始するには災害宣言

が必要とされる。災害対応は米国においても一義的には

地元自治体の責務である。災害規模が大きく、地元自治

体の対応資源だけでは不足する場合に、州が持つ対応資

源を州知事が動員する。さらに、国の脅威となるほどの

大規模な災害が発生した場合、あるいは発生が予想され

る場合には、米国大統領が災害宣言を行い、大統領の災

害宣言にもとづいて、連邦危機管理庁 (FEMA)が 実際
の対応に従事する体制になつている。

図 2はハリケーン「カトリーナ」に対してブッシュ大

統領によつて発令された災害宣言をまとめたものである。

大統領はハリケーン「カトリーナ」が上陸した 8月 29日

に、 フロリダ州 (FЁMA‐ 1602‐DR)、 ルイジアナ州
(FEMA-1603¨ DR)、  ミシシッピリ11(FEMA… 1604‐DR)、



アラバマ州 (FEMA‐ 1605‐DR)を 対象に 4つ の災害宣言
を発している。

大統領の災害宣言を受けて FEMAが行 う支援には、
「自治体支援 (publc asJstallcc)」 と 「被 災者支援

(IIldvidud asdstance)」 の 2種類に大別される。 「自治

体支援Jでは社会基盤施設への被害に対する連邦政府の

財政支援を郡政府単位に行つている。ハリケーン「カト

リーナ」では、図 2に薄い色で彩色された 4州 78郡が受

給対象となっている。さらに、社会基盤への支援だけで

なく、その郡内で被災した被災者への直接的な支援活動

も支援する「被災者支援」の対象地域として認定された

のは、 ルイジアナ州、ミシシッピ州、アラバマ州の州の
うちメキシコ湾岸に近い濃い色で示す 47郡である。

図 2 ハリケーン 「カ トリーナJに対して大統領によ
る災害宣言の対象となつた地域 (出典 :FEMA)

同一のハザー ドがもたらす広域の災害に対して、それ

に対する対応の総責任者である大統領が 4つの災害宣言
を発することは、わが国の災害対応の慣習からは奇異に

感ずるかも知れない。大統領が 4つの災害宣言を発令し
たという事実は、連邦政府がハ リケーン「カ トリーナ」

の対応を、同時に発生した 4つの災害として認識 してい

たことを示している。その背景には、米国の災害対応は

連邦政府か ら地元政府 まで Inddent Commalld System

(ICS)を採用していることに起因している 0。

ICSにおいては、災害対応に関する権限を現場に委譲
し、州あるいは連邦政府は現場が必要とする資源を後方

支援することが使命とされている。そのため、各現場は

独立して対応する一見縦割 りの災害対応体制が採用され

ている。この体制によって、広域にわたつて被害が発生

する災害を、同時に対応する必要がある現場の数の増加

として処理することが可能になる。災害規模の大小にか

かわらず、どの場合にも標準的な対応方式を採用するこ

とが可能になっている。ハリケーン「カ トリーナJの場
合にも、各州ごとに FEMA Coordinatorが任命され、現場

での災害対応を総合調整する大きな権限を持ち、それぞ

れが FEMA本部と連絡を取りながら、資源調達と資源配
置を行つている。

以上まとめると、米国の災害対応を分析するにあたつ

ても、州ごとの対応の特徴を分析する必要があり、ハリ

ケーン「カ トリーナ」の場合にはルイジアナ州とミシシ

ッピ州に甚大な被害が出ており、とくにニューオーリン

ズ近郊と、ミシシッピ州のメキシコ湾岸地域に被害が集

中していることから、現地調査ではこの 2つの地域の被

害と対応を中心に検討することが重要であることが明ら

かになつた。

4.ミ シシッピ州沿岸地域での被害 と災害対応

ハリケーンを含む暴風災害や豪雨災害への対応には、

ドに示す図 3の ような三つのフェーズが基本的に存在す

ると考えられる。第 1のフェーズはハザー ドの接近時の

対応である。避難措置あるいは被害予防措置をとり、ど

れだけ被害を低減できるかが問題となる時期である。第

2はハ リケーンがもつとも接近する数時間の対応である。
このフェーズは災害対応の専門家であっても基本的に何

の対応もできない時期である。その間は ド手に活動する

ことは二次災害発生の危険性を増すので、被災地の人々

全員でハザー ドの脅威が収まるのをじつと待っている時

期でもある。そして第 3のフェーズはハザー ドの脅威が

過ぎ去つた後に、発生した被害に対する対応が行われる

時期である。

接近中の措置

避難すべき人を避難させる

被書予防措置をとる

もっとも接近する

数時間

防災関係機関と

いえども活動は

できない

屋外を

動き回らない
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図 3 ハリケーン災害への対応の 3フ ェーズ

米国のハ リケーンに対する災害対策の中′いとなるのは

被害発生が予想される地域からの事前避難の徹底であるc

現地調査でインタビューしたニューオーリンズ市のある

住民は、この地域に住む市民のハ リケーンに対する基本

的な考え方として次のように述べた。すなわち、 「ハリ

ケーンが接近すると、身の回 りのモノを持ち、ペットを

連れて、市外に避難する。避難先は内陸部のホテル、あ

るいは知人宅。避難期間は数日。ハリケーンが去れば、

戻つてきて後片付けをし、被害は保険でカバーする。 J

ハリケーン「カ トリーナ」の場合のミシシッピ州の住

民の対応 も基本的にはこの考え方にもどづいたものであ

ったといえる。いいかえれば、ハ リケーンの来襲が予想

される地域での事前市外避難の徹底がなされていた。

ハ リケーン「カ トリーナ」災害における対応を特徴の
―つは、事前の準備態勢の徹底ぶ りである。ハリケーン

「カ トリーナ」は、その時点で米国ハ リケーン史上最大

の被害総額を生んだハ リケーン「アンドリュー」以来 13

年ぶ りに米国 を襲 う米国ハ リケー ン史 L4番 目の
Cttcgoッ 5のハ リケーンであり、甚大な被害の発生が予



想される。そのため、メキシコ湾沿岸各州を始め連邦政

府も、それまでのハ リケーン対応の教訓を生かした最大

限の事前配備を実施していた。
ハザー ドとしてのハ リケニン「カ トリーナ」の動向は

NOAAあ るいは NASAの各種センサーで常時観測・分析
され、その結果は Webを含む各種メディアを通してリア
ルタイムで情報発信 された。その結果、ハ リケーン「カ

トリーナ」は 8月 29日 午前、ミシシッピ州とルイジアナ

州の州境に上陸すると広く広報され、その予測にもとづ

いて住民、地元政府、州政府、連邦政府の準備態勢が整

えられた。

その一環 として、連邦政府の災害対応計画である

N誠lonal Response Plan(NRP)に定められた自然災害の場

合の連邦政府の介入手続きにもとづいて つ、ブッシュ大

統領は 8月 27.日 に FEMAに対して災害救援のための出
動を命じている。それを受けて FEMAは ミシシッピ州北
部およびルイジアナ州中部に、災害救援活動の初動期に

必要となる人員及び資器材の事前配備を完了させていた。

地元自治体も同様にハリケーン「カ トリーナ」に対し

て最大限の警戒態勢をとつている。地元自治体がいかに

ハリケーン「カ トリーナ」に対 して警戒していたかを示

す好例が、ニューオーリンズ市長による強制市外退去命

令の発令である。ニューオーリンズ市のネーガン市長は

ハリケニン上陸の 24時間前にあたる、8月 28日 午前 10

時の段階でtニ ューオーリンズ市民に対 して市外への強
制避難命令を発 している。同時に、自力で市外に避難す

ることが困難で、市内に残らぎるをえない人のための最

終避難所として 「スーパー ドーム」を解放し、そこまで

の移動に関しては無料のバスサービスを提供することを

広報 している。その結果、市の防災担当者によると、市

民の 85%が事前に市外へ避難したと推定されている。
こうした中、ハ リケーン「カ トリーナ」は予想通 り 8

月 29日 午前に、予想通リミシシッピ州とルイジアナ州の

州境に、予想よりは規模が甲まり Cttc80ry 4のハ リケー

ンとして上陸した。メキシヨ湾沿岸部では、両州とも暴

風、高潮によつて、また内陸部では暴風によつて大きな

被害が両州に出ている」しかし、ハ リケ=ン上陸時にル
イジアナ州バ トンルージュ市にある州の災害対策本部前

からNBC記者は生中継で、「災害対策本部にはたくさん
の災害対応の専門家がハ リケーンが去り次第救援に向か

お うと待機 している」と、地元の災害対応能力を評価す

るコメントを残している。

地元の災害対応に対する期待が裏切られることなく、

災害対応が進んだと評価できるのがミンシッピ州沿岸地

域である。この地域は高潮によつて海岸沿いに展開する

高級な住宅やカジノが甚大な被害を受けた。 しかし高潮

による浸水は 1日 で解消した。そのため、翌日から被災

者支援の活動と災害復旧・復興活動を本格化させること

が可能であった。

ミンシッピ州沿岸地域で実施された災害対応は、ハ リ

ケーン災害に対する基本的な対策であり、基本的に同じ

支援がすべての被災地に提供されている。その内容は、

命をまもるための対策、当座の日常生活を維持するため

の対策、生活再建にむけた対策の 3種類に大別され、具
体的には以下に述べる対策が実施された。。

命を守るために実施された対策として、4,823名 の救命

救助がなされている。その他、災害医療活動、遺体処理

活動がなされている。

当座の日常生活を維持するためには、 トラック 2,530
台分の氷、 トラック 2,121台分の水、 トラック 414台分

の食料が被災地に搬入、配分されている。また、16,354

名に対して避難所を提供している。

生活再建のための対策として、今回の災害で初めて倒

壊 した建物の処理が公費でなされ、22,755,040立 方ヤー

ドのがれきが処理された。また、わが国でもおなじみの

ブルーシー トによる屋根の応急修理が 49,175万棟で実施

された:住宅を失つた被災者のための仮設住宅として、
26,499台 の トレーラーが提供された。

発災からほぼ 7ヶ月が経過した時点では、仮設住宅の

配備とガレキ処理が終了し、一応日常生活が平静にもど

った状態にあるといえる。そ うした被災地の状況の一例

が図 4に示すミシシッピ州ガルフポー ト市の海岸道路沿
いの被災地の様子を示す写真である。この写真に写る一

帯では、海岸のガレキが除かれ、道路交通も支障なく、

通常の活動が行われている。 しかし、路肩の大きな教会

は高潮によつて大きな被害が出てお り、ガレキは片付け

られたもの、再建には至っていない。こうした光景がガ

ルフポー トからビロキシまで 511bほ ど続いているのが

現状である。

図 4ミ シシッピ州ガルフポー ト市沿岸部

での復旧状況 (06/03/24撮影 )

5.ニ ューオー リンズ市における被害 と災害対応
ミシシッピ州沿岸地域 と対照的なのはニューオーリン

ズ市での対応である。市長が市民に対して強制市外避難

命令を発令するなど、ニューオーリンズ市もハリケーン

「カ トリーナJに対して最大限の事前準備体制を整えて
いた。しかし、市内各所で堤防の決壊によつて発生した

長期湛水によつて、ニューオーリンズ市の災害対応は非

常に多くの問題点を露皇した。

オーリンズ郡 (パ リッシュ)と 東に隣接するサン・ベ

ルナール郡 (パ リッシュ)の両郡での発生した浸水は、
図 5に示すように幾つもの箇所で発生した堤防の崩壊に

起因している の。その中でもとくに次の 3カ所の決壊が

影響している。最初の浸水は、オーリンズ郡の東部にあ

るインダス トリアル・キャナルの東側に位置する Lowcr

"Ward地
区であり、29日 未明から浸水が始まつていた

と考えられる。続いて市の西部のポンチャントレーン湖

に近く 176 Street canalの 東側地区である。最後はL∞don

Avenuc Candの 東側の地域である⊃。



ⅢLTIP曖 閣Il鵬
群警守警≒1

曇

図 5 ニューオーリンズ周辺の堤防崩壊による湛水
(出典 :LSU Hurricane Ccntcr)

ニューオー リンズ市は 「スープボール」と呼ばれるよ

うに、市域の大部分が北側のポンチャン トレーン湖と南

側のミシシッピ川よりも低いという地形的な特性を持っ

ている。そのため、堤防の決壊による浸水は止まらず、

湛水は広域に広がり、市域の 80%に及んだ。浸水面積は

東西 45b、 南北 30kmに及び、ほぼ阪神・淡路大震災の

停電範囲に相当する。
ハ リケーン「カ トリーナ」に関してはさまざまな機関

で 「タイムライン」とよばれる対応の時間的記録が発表

されている め。それらを総合すると、市当局が浸水の事

実を把握するまでにはかなりの時間を要していた。市当

局が浸水を把握したのは 29日 昼前であったと推定される。

さらに FEMA本部がこの事実を把握 したのは当日午後 4
時頃であり、浸水開始からほぼ半日が経過 している。

浸水がピークを迎えたのは、ハリケーン上陸から 5日

後の 9月 3日 であり、浸水深が 3mを超えた地域も広域
に広がった。湛水の排出には lヶ 月以上を要している。

こうした長期にわたる広域湛水に直面して、災害対応担

当者が通信、移動手段を失い、正確な状況把握をなしえ

ずに、必要となる資源を必要とされる時に、必要とする

人に届ける能力を現場が持てなかったといえる
8)。

(1)ニ ューオーリンズ市の「地獄の 1週間J

右の図 6は地乖紙である Timcs‐ Pにacylne紙がニューオ
ーリンズ市における災害をどのように報道 したかまとめ

たものである分。ハリケーンが上陸した 8月 29日 から 9

月 5日 までの 8日 間の一面 トップ記事を通して、次のよ

うな時系列的な展開が起ったと推定される。

ハリケーン「カ トリーナ」が上陸した 8月 29日 には 1

万人以上の市民がスーパー ドームを最終避難所としたこ

とが報 じられている。その時点ではスーパー ドーム周辺

は浸水していなかつた。

翌 30日 から市内で浸水が広がり始め、9月 1日 まで浸

水域は拡大を続け、水位も増 していつたことが報道され

ている。移動には船が必要となつている。

9月 2日 には市内に取り残された人々の「ガマンも限

界」に達してお り、災害救援を求めるニーズが強い。ニ

ューオーリンズの浸水が始まつて 4日 目のその日、初め

てブッシュ大統領がミシシッピ州の被災地を訪問してい

る。

翌 9月 3日 にガマンが限界を超えたためか、市内で不

審火や暴動が発生し、治安が急速に悪化している。

9月 4日 になつて、大統領の訪間の効果もあり、やつ

と大規模な支援が現地に届き始め、地獄の 7日 間が終わ

りを見せた。

図 6 地元 Times‐ Picacyunc紙 が伝えるハ リケーン
「カ トリーナJ上陸からのニューオーリンズの 1週間

(2)ニ ューオーリンズ近郊での甚大な人的被害の発生

図 7 ニューオーリンズ周辺での人的被害の発生場所
(出典 :Wikipcdia)

図 7は、Wikipediaが まとめたニューオーリンズ周辺で

のハ リケーン「カ トリーナJに よる人的被害の発生場所
である

11ヽ
人的被害が浸水地域のほぼ全域で発生してい



ることが明らかになる。マスコミ報道を中心にして、災

害発生直後から、ニューオーリンズ市は非常に黒人が多

い都市であり、平均所得も低いことを背景として、いわ

ゆる「自家用車を持たない貧しい黒人層(p∞r Black)」 に

人的被害が集中したといわれてきた。しかし、図 7か ら

明らかなように、実際に湛水被害がひどい 3つの地域の
いずれの場所でも人的被害が発生している。そのうち、

17・ Cand地区および London Canal地 区の破堤現場周辺は

市内でも高級な住宅地であり、 Lowcr"ward地 区だけ
が報道に近い特性を持つ地域であった。また、Lo、ver"
Ward地区でも、被災地には多くの自動車が残骸として残
されており、自動車を持たない人たちが逃げられずに死

亡したとは言い切れないことを示している。

むしろハリケーン「カトリーナ」の犠牲者が高齢者に

集中していたことを、ルイジアナ州の保健・病院局の統

計が示している。ルイジアナ州で身元が判明した犠牲者

745名 の年齢を調べると、図 8に示すように、死者の発

生は年齢の増加にともなって増加し、 61歳以上 75歳ま
での前期高齢者相当の人が全体の 23%、 75歳以上の後期

高齢者が全体の 45%を しめていた。こうした高齢者たち

は、これまでの被災経験に従つてか、あるいは市外避難

によつて確実に生じるコストよりも市内に留まることを

選んだ結果、予期しなかつた堤防の決壊による広域長期

湛水の犠牲になつたと考えられる。

図 8 ルイジアナ州での人的被害の年齢分布
(出典 :ルイジアナ州 保険 。病院局)

(3)大規模長距離避難の実施         .
8月 28日 の市長による強制市外避難命令は、人口 40

万人の 85%を避難させたと市は見込んでいる。いいかえ

れば、数万人の市民がハ リケーン上陸当時ニューオーリ

ンズ市内に残つていたと推測される。現実に最終避難所

として指定されたスーパー ドームに 1万人近い市民が 28

日の晩に避難 している。スーパー ドームはこれまでにも

最終避難所として何度も指定されてきたが、実際にこれ

ほど多数の市民が避難したのは初めてであるという。湛

水発生後も避難者の数は増加 し、隣接するコンベンショ

ンセンターを避難所として追加するなどの措置がとられ

た。

しかし広域湛水の継続のためにライフラインが機能停

止し基本的な都市サービスの提供ができない状態が続く

なか、9月 4日 から始まつた大統領からの支援は 600km

離れたテキサス州ヒュース トンヘ 2万人の避難者を移送
する形をとつた。そのため、万単位の人間を数百 km離れ

た別の州へ組織だつて集団避難させるための移送に関す

る手配、新 しく避難地となる地域での受け入れ体制、短

期間での帰還が期待できない避難者に対する一般的なケ

アと、就学の避難者に対する教育等の手配が必要となっ

た。これはこれまでにない想定外の新しい対応であった。

わが国でも国民保護法の成立に伴って、大規模長距離

避難が対策の一つとして掲げられた。しかし、現時点で

はわが国では具体的な大規模長距離避難の実施計画は整

備されておらず、ハリケーン「カトリーナ」での対応は

貴重な教訓をもたらすものとして、今後詳細に検討する

必要がある。

(4)復興が進まぬ千ユ~オ ~リ ンズ

大規模長距離避難は別の問題も引き起こしてぃる。集

団的避難の対象は 2万人程度であるが、長期化する広域

湛水のため総計で 20万人近くの市民がニューオーリンズ

を離れたと推定されている。その結果、ルイジアナ最大

の人口があつたニューオーリンズ市は、州で 10番 目の人

口規模の都市となった。
ニューオーリンズを去った被災者が現在どこに居住し

ているかを FEMがアメリカの災害史上初めて明らかにし
た。図9にはハリケーン「カトリーナ」およびハリケー

ン「リタ」で被災したため FEMAに対して「被災者支援」

を申請した被災者の 2006年 2月 27日 現在の在住地が州

単位に示してある
19。 両ハリケーンの被災者は、近隣に

居るものの絶対数が多いものの、全米 50州すべてに散つ

ている。FEMAが支援を申請した人の所在地を公表するこ

とは個人情報保護の観点からこれまでにはなかつたが、

今回の災害の特殊性から公表されている。自州をはなれ

て避難している被災者の大部分がニューオーリンズ周辺

からの被災者であることを考え合わせると、ニューオー

リンズでの被災の特殊性が明らかになる。

図9 ハリケーン「カ トリーナ」およびハ リケーン
「リタ」の被災者の2006年 2月 27日 現在での居住

地 (出典 :FEMA)

2006年 3月 の時点でも、もつとも厳しい浸水が起きた

Lower 9th Ward地 区ではライフラインはまつたく復旧さ

れておらず、住宅の破壊されたままうち捨てられており

依然として無人の廃墟の態のままである。わずかに市の

移動災害対策本部車が置かれ、がれき処理の前提とする

遺体捜索がようやく緒についたといえる段階である。住

民の戻らない被災地の復興の難しさが、今後 「長期的な

復興」 (ESF#14)対策にどのように影響するかについて

も、継続的な調査が必要である。
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表 1 ニューオリンズ市とミシシッピ州沿岸地域との間の被害と災害対応の相違

比較項目 ニュ■オリンズ市 ミシシッピ州湾岸地域

被
災
状
況

災害の原因 運河堤防の破堤により最大 lヶ 月の冠水。冠水期

間中は何も対応が出来ない。

最大 9メ ー トルの高潮で家屋や商業施設橋が破壊

と流出。ただし1日 で水が引いている

被災状況 残留施設についても、浸水によるカビの発生、整

備インフラの浸水などにより、再利用は困難。施

設の基礎が流水であらわれ、構造的にも信頼性が

低い。干潟・浅瀬からの土砂堆積があり、道路・

敷地など基盤面での整備が必要。下水道・配水

池・地下埋設施設への影響も懸念される。

基本的に構造的な破壊が著しく、残留施設も再利

用は難しい

被災地域の特徴 市内全域に広がつている。 広範囲ではあるが、湾岸地区に限定されており、

内陸部は被害のない地域が多い。

復旧着手可能日 排水完了後から可能 翌日から可能

社
会
経
済
的
影
響

社会的構造 低所得者層が多く、市民の平均所得が低い。自力

で対応が困難

中高所得者層が多く、市民の平均所得が高い。

(ニ ューオリンズの 2倍の平均所得があり)自 力
でトレニラーハウスなど購入例も

経済構造 観光業を主産業とした、比較的小規模なビジネス

が多い。

巨大なリゾー トホテルを中心に、カジノなどの大

規模なビジネスが存在する。

州経済に占める

被災の大きさ

ニューオリンズはルイジアナ州の人目の30%を
占めるため州の影響大。また観光地の消費税が入

らないため職員を解雇し悪循環に陥っている。

被災地はリゾー ト地で人口は17%程度であり比
較的影響小 (カ ジノ閉鎖の影響はあり)

復
興
状
況
　
　
　
　
　
　
　
　
・

市役所の被災 被災。 3日 後にEOC設 置 不明 (仮設市役所の事例あり)

個人住宅 小規模住宅や、公共住宅が多い 大規模な住宅や、海沿いの高級マンションが多

い
^

仮設住宅 (ト レ

ーラーハウス)

用地の確保が遅れ、進んでいない。 トレーラーハウスの導入が進み、仮設ビレッジを

形成するまでに至らている。自宅敷地内に空間的

余裕のある場合には敷地内にトレーラーハウスを

設置している例も多い。

社会被害 テキサスなど遠隔地避難が多く、被災地への帰還

者は少ない。被災地への立入りが面的に禁止され

ており、復興活動が見られない。

地方によつては破壊されたトレーラーが残置され

たままの所もある。一方、住宅敷地を片付け、テ

ントあるいはトレーラーによる生活を始めている

被災者も見受けられる。さらにカソリック系コミ

ュニティの組織的支援が機能している地区もあつ

た。学校、教会を中心に復興コミュニティが動い

ている。

今後の問題点 被災地を見ていない被災者が存在する状況が、今

後のさらなる問題となる可能性が高い。被災地近

くに被災者がいないことが今後の復興を長引かせ

る危険性がある。

メキシヨ湾沿岸の丘陵地までは甚大な被害である

が、その奥の地域の被害の被害は少なく、日常の

街の活動があり、それが被災地への人の戻りを実

現させ、復興を促進する可能性が高い。

6.ニ ューオー リンズ市とミシシッピ沿岸地域で
見 られたハ リケーン「カ トリーナ」による被害の

差異

12月 10日 から 17日 までの現地調査では、ルイジアナ

州ニューオーリンズ周辺およびミンシツピ州のメキシコ

湾沿岸地域の被害を調査した。そこで観察された被害の

様相と、その社会経済的影響の大きさ、復興に向けての

取り組み、については両地域で表 1にまとめたような顕
著な差異が見いだされている

8)。

ミシシッピ州沿岸地域で起きた災害は、CatcgorySと い

う最大級のハザード強度を持つハリケーンによつてミシ

シッピ州やテキサス州のメキシコ湾岸地域に発生した甚

大な被害の典型である。これらの地域でハリケーン「カ

トリニナ」あるいはハリケニン「リタ」災害からの復

旧・復興にあたる防災担当者は口を揃えて「これまでに

経験したことがない」というほどの被害の甚大さである。

しかし、ミシシッピ州でのメキシヨ湾岸地域での被害の

様相は、これまでにも幾度となく経験されてきた種類の

ものである。 その結果、被害規模は甚大であつても、米
国がこれまでの教訓をもとに、最大級のハリケー

ンの来襲に対する備えの実態を明らかにした災害であっ

た。

一方で、ハ リケーン「カ トリーナ」、それに伴 う堤防

の決壊、そしてバリケーン「リタ」という3つの災害に

連続 して見舞われたニューオーリンズ市周辺では、従来

の災害対応では想定されてこなかった最悪の事態が発生

した。とくに、ハ リケーン「カ トリーナ」の吹き返しに

よる高潮による市内各地での堤防の決壊とそれに伴う長

期湛水は、まつたく「想定外」の被害となった。しかも

被災地は東西 211km、 南北 lllkmにわたり、面的に広がっ

たために、十分な災害対応の資源を投入できない状況が

継続 し、アメリカの災害史上前例のない災害となつた。

さらにそこにハ リケーン「リタ」が追打ちをかけ、被害

が=層拡大し、かつ長期化した。

7.複合災害としてのハ リケーン「カ トリーナ」

(1)3つの災害が複合したニューオーリンズ市での災害
ハリケーン「カトリーナ」は一般に 4州 にまたがる広

域被害を残した単一の災害と理解されている。しかし、

今回の現地調査から得られたもらとも意外な結論を述ベ



ると、今回の災害がこれまでの米国のハリケーン史上で

も例外的に甚大な被害となった原因として、米国の災害

対応者はハ リケーン「カ トリーナ」を単一の災害ではな

く、図 10に示すような三つの災害が空間的 。時間的に近

接して発生した複合災害として捉えている点である。

彼らのいう第 1の災害は、ハ リケーン「カ トリーナ」

という米国ハリケーン史上 4番 目の Category 5のハ リケ
ーンに起因する広域災害である。Catcgry 5ハ リケーンは

米国のハ リケーン史上それまで 3個 しかない強烈なハ リ

ケーンであり、これまでのハ リケーン対応の教訓を生か

した最大限の事前配備が実施されていた。ハ リケーンは

8月 29日 午前にミシシッピ州とルイジアナ州の州境に上

陸し、両州のメキシヨ湾沿岸部に、暴風、高潮、洪水に

よる大きな被害が出ている。 しかし、高潮による浸水は

1日 で解消し、翌日から災害復 1日 と復興活動が本格化し

ている。こうした対応が特徴的に見られたのがミシシッ

ピ州の沿岸での対応である。

8′ 238′ 25  8/28   8/29■     8/29年●      9′ 18 9/2122
発生 FLによ腱 カテゴリー5口上口 (tA,Mり ■鮨の決●=日

■   発生  遺菫 昭鵬

図 10 3つの複合災害としての
ィヽ リケーン「カ トリーナ」

彼らのいう第 2の災害は、ニューオーリンズ市内に張
り巡らされた堤防が複数箇所で決壊 したことによる、長

期湛水災害である。ハリケーンの上陸した 8月 29日 の早

朝から始まつたと考えられる堤防の決壊による浸水は、

その後も継続 して拡大しつづけ、市内の 80%を浸水させ、
9月 2日 に最大浸水深を記録した。ポンチャントレーン

湖とミシシッピ川とにはさまれたニューオーリンズ市街

は、市域のほとんどが水面下である地形上の特性から、

1か月以上にわたつて市内で湛水が広域的に継続 した。

今回の災害で犠牲となった約 1400名 のうち 800名以上が

ニューオー リンズ市内と隣接するサン・ベルナール郡

(パ リッシュ)で死亡している。生き残った人々にとつ
てもすべてのライフラインが停止した湛水下のニューオ

ーリンズの生活は耐え難いものであり、市内に取 り残さ

れた人々が 9月 2日 以降一部暴徒化し、原因不明の火災

が数多く発生した。こうした治安状況の悪化から市はス

ーパー ドーム周辺に避難した 1万人以上を 600キ ロ以上

離れたテキサス州へと移動させる、これまでに前例のな

い大規模長距離避難が必要となり、その後の人口減とも

関連している。

彼らのいう第 3の災害は 9月 24日 にテキサス州に甚大

な被害を与えたハ リケーン「リタJに よる災害である。
わが国ではハ リケーン「リタ」に関してはほとんど報道

もされず、それがどのような災害を残したかについても

関心も低い。しかし、死者 H9名 、被害額 98億 ドルの被
害を出したハ リケーン「リタJは、現地の人々にとつて

大きなインパク トを持っていた。その理由はハ リケーン

「リタ」も「カ トリーナ」と同様に Catcgow5の ハ リケ

ーンだつたからである。過去 150年以上にわたるアメリ

カのハリケーン史上で、それまで 3個 しか発生していな
い Cttego75の ハ リケーンが、 1か月間に 2度発生し、
ハ リケーン「カ トリーナ」によつて甚大な被害をこうむ

った地域を再度襲った。依然として湛水が続いていたニ

ューオーリンズは再び高潮のために一部で浸水している。

以上見たように、わが国でハリケーン「カトリーナ」

災害として一括して考えるこの災害を、FEMAを始めと
する現地の危機対応機関は、上に述べた 3つの災害が複

合した複合災害としてとらえている。それによつて初め

て、米国ハリケーン史上類を見ないハリケーン「カトリ

ーナ」の被害の甚大さがあきらかにできる。

こうした災害対応者の考え方を理解することなしに、
ハザードと被害の面からだけハリケーン「カトリーナ」

を理解しようとしても、その本質は捉えにくくなる危険

性がある。

(2)ニ ューオーリンズでの災害は「想定外」だつたのか

ニューオーリンズを襲つた今回の災害が「想定外」で

あつたと、現場で災害対応にあたる多くの人が口にして

いる。対応状況からもそれはうかがえる。一方で、ニュ

ーオーリンズを取り巻く堤防はC ategory3のハリケーン

を想定して設計されており、超過外力による不測の事態

は想定内ともいえる。また、地元紙でも、2000年 にニュ

ーオーリンズ市街地が広域に浸水するというシナリオを

紙面で公開している。以上のことを考え合わせると、今

回のニュニオーリンズの災害のどこが F想定外」だつた

のだろうか。

鵬
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図 H Timcs Picり une紙が 2000/・ Fに報じた

堤防破壊の可能性

その答えを引き出す手がかりに 2004年 に FEMAが実
施 したニュー リーンズの洪水を想定 した"Hurricanc

Pm"と 題する図上演習がある。防災関係各機関を集め
て、市の東側に上陸した強烈なハリケーンによる吹き返

しによつて、ポンチャントレーン湖に高潮が発生し、ニ

ューオーリンズの市街地が水没するという最悪シナ リオ

で行われている。危険性があることが明確に示されてい
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